
 

 

様式第五（第５条関係） 

 

 

先端設備等導入計画の変更に係る認定申請書 

 

 

平成〇〇年〇〇月〇〇日 

 

 

静岡市長 田辺 信宏 殿 

 

 

住    所 〒〇〇〇‐〇〇〇〇 

        静岡県静岡市〇区一丁目２－３ 

名 称 及 び 株式会社〇〇〇〇 

代表者の氏名 代表取締役 〇〇〇〇   ○印  

 

 

 

 平成 30 年〇月〇日付けで認定を受けた先端設備等導入計画について、下記につい

て別紙のとおり変更したいので、生産性向上特別措置法第４１条第１項の規定に基づ

き申請します。 

 

記 

 

１ 変更事項     別紙のとおり 

２ 変更事項の内容  〃 

 

 

（備考） 

  １ 記名押印については、氏名を自署する場合、押印を省略することができる。 

 ２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。  

 

  



 

 

別 紙 

 

先端設備等導入計画 

 

１ 名称等 

１ 事業者の氏名又は名称 株式会社〇〇〇〇 

２ 代表者名（事業者が法人の場合） 代表取締役 〇〇 〇〇 

３ 法人番号 ９９９９９９９９９９９ 

４ 資本金又は出資の額 1,000万円 

５ 常時使用する従業員の数 〇人 

６ 主たる業種 輸送用機械器具製造業 

 

２ 計画期間 

  平成 30年８月 ～ 平成 33年７月 

 

３ 現状認識 

①自社の事業概要 

・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

②自社の経営状況 

・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

③計画の実施状況及び変更理由 

 計画認定後の９月に〇〇製作機械を導入済。その後の受注が大幅に増加したこと

から、計画上１基導入を予定している□□施盤の導入数を２基に増やしていきた

い。また、設置を予定していた××器具については、新商品が販売されたことから、

器具の型式をMK-2からMK-3に変更する。 

 これら導入設備の変更に伴い、先端設備等購入資金の内訳及び、目標とする生産

性の指標も 10.0％から 12.0％に修正する。 

 

 

４ 先端設備等導入の内容 

（１）事業の内容及び実施時期 

①具体的な取組内容 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 



 

 

②将来の展望 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

今回の変更で追加する新たな設備の導入により、さらに多くの受注に対応できる

とともに、受注できる商品の幅が広がり、更なる売り上げ増加により、生産性の向

上を実現することができる。 

 

 

 

 

 

（２）先端設備等の導入による労働生産性向上の目標 

現状 

（Ａ） 

計画終了時の目標 

（Ｂ） 

伸び率 

（Ｂ－Ａ）／Ａ 

8,000千円 8,960千円 12.0％ 

 

（３）先端設備等の種類及び導入時期 

 設備名／型式 導入時期 所在地 

１ 〇〇製作機械／ABC-D 平成 30年 ９月 静岡市〇区一丁目２－３ 

２ □□施盤／123-999 平成 30年 12月 同上 

３ ××器具／MK-3 平成 30年 12月 同上 

４  年  月  

５  年  月  

 

 設備等の種類 単価 

（千円） 

数量 金額 

（千円） 

証明書等の 

文書番号 

１ 機械装置 10,000 １ 10,000 2018-123 

２ 機械装置 7,500 ２ 15,000 H30-00123 

３ 器具備品 5,000 １ 5,000 1234567 

４      

５      

 

 設備等の種類 数量 金額（千円） 

設備等の種類別 

小計 

機械装置 ３ 25,000 

器具備品 １ 5,000 

   

   

   

合計 ４ 30,000 

 



 

 

５ 先端設備等導入に必要な資金の額及びその調達方法 

使途・用途 資金調達方法 金額（千円） 

先端設備等購入資金 補助金 10,000 

先端設備等購入資金 融資 20,000 

先端設備等購入資金 自己資金 5,000 

 

計画変更申請について 

・認定を受けた計画をベースに別紙を記載してください。 

・変更（追記）した箇所がわかるように、該当箇所に下線を引いてください。 

（記載例では赤字にしています。） 

・変更に当たり３ 現状認識に「計画の実施状況」を、４ 先端設備等導入の状

況の「将来の展望」は、変更内容に即し、追記してください。 

計画変更申請時に提出するものについて 

・計画変更申請時には、次のものを御提出ください。 

①計画変更申請書 原本 1部・写し 1部 

②認定済計画書の写し 1部 

③変更申請時チェックシート 1部 

④認定支援機関確認書 原本 1部 

 ※変更申請時には、再度計画の内容について認定支援機関に確認を行い、

確認書を提出ください。 

⑤工業会証明書 写し 1部（変更ある場合） 

⑥返信用封筒  


